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新 年 の ご 挨 拶

新年あけましておめでとうございます。

和歌山県中小企業団体中央会並びに会員の皆様

におかれましては、健やかに新年をお迎えのこと

とお喜び申し上げます。昨年を振り返ってみます

と、県内各地を見て回り、多くの方々と意見交換

を行い、それぞれの地域の課題、また商工業、農

林水産業、医療、福祉等々各分野の抱えている

様々な問題点を実感すると同時に、改めて和歌山

県の豊かな魅力と大きな可能性を再発見すること

ができた一年でありました。

さて、本県の経済にも、ようやく明るい兆しが

見えてきました。昨年発表された、住友金属工業

の新高炉建設や松下電池工業の工場増設を始め、

県内企業の新たな設備投資が動き出しました。こ

の勢いを追い風にして、なお一層の産業振興、企

業誘致を推進し、若い人達の働く場を確保すると

ともに、観光と物産の相乗効果を図りながら、海

外や首都圏等へプロモーションを行うなど、今後

も、様々な形で地域資源を活かしながら都市と地

方の交流を進め、地域活性化を図って参ります。

今年は、平成20年という節目の年であり、今後

10年間の和歌山県のグランドデザインとなる「和

歌山県長期総合計画」を策定します。本県も厳し

い財政状況にありますが、新たな飛躍に向かって

皆様と意見を交わし、多くの方々と力を合わせて、

着実な一歩一歩を進めて参りたいと考えています。

和歌山県中小企業団体中央会におかれましても、

会員相互の連携を今まで以上に強化し、中小企業

の経営資源の相互補完や経営革新に向けた活動の

支援について引き続きご尽力くださいますようお

願い申し上げます。また、昨年、本県で組成いた

しました、地域資源を活用した取り組みを支援す

る「わかやま中小企業元気ファンド」なども最大

限活用していただき、地域の発展のため、和歌山

県が良くなり元気になるために活躍されることを

御期待申し上げます。

和歌山県知事

仁　坂　吉　伸

新年のご挨拶

ご あ い さ つ

新年明けましておめでとうございます。

皆様方には、輝かしい新年をお迎えのことと心

よりお慶び申し上げます。旧年中には皆様方から

頂いた本中央会へのご理解とご協力に対しまして、

厚くお礼申し上げます。

さて、我が国の景気は、輸出の増大と活発化し

た民間の設備投資に牽引され、穏やかに拡大して

いると言われています。しかしながら、中小企業

を取り巻く環境は、米国のサブプライム住宅ロー

ン問題による金融不安、原油価格・原材料の高騰、

改正建築基準法施行の影響による住宅投資の減少

等依然として厳しいものがあります。

また本年10月に我々の金融機関であります商工

中金が株式会社に組織変更し、民営化へのスター

トをきります。

この様な状況下、私ども中央会に求められてい

るのは次のものであります。

①　連携・地域資源活用等への対応

②　中小企業の人材確保と若者の就労支援

③　販路開拓への取り組み

中小企業団体中央会は、中小企業連携組織の専

門支援機関であります。今年も組合事務局交流会

等を積極的に展開し、皆様方との交流の場を通じ

て、コーディネート機能を充分発揮し、異分野連

携、地域資源を活用した新事業を創出する中小企

業への支援。また少子高齢化の急速に展開する中、

中小企業の人材確保、人材育成並びに若年者の雇

用促進に資する施策の展開。あるいは、連携組織

販路拡大支援事業（くみあい祭り）、海外に向けて

の販路開拓等を積極的に推進してまいります。

会員の皆様との団結と連携を第一に、中小企業

の発展のために力強く邁進していく所存でござい

ます。

年頭にあたり、皆様のご多幸とご健康をお祈り

すると共に、関係各位のご指導と、ご支援を切に

お願いする次第でございます。

平成20年元旦

和歌山県中小企業団体中央会

会　長

山　下　雅　生

新年のご挨拶
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本年も皆様からの御支援、御協力を賜りますよ

うお願い申し上げますとともに、皆様方の一層の

御活躍、御発展を祈念いたしまして、新年のご挨

拶といたします。

平成20年元旦

新年のご挨拶新年のご挨拶

年 頭 所 感

平成20年の新春を迎え、謹んで新年のお慶びを申

し上げます。

昨年の日本経済は、総じてみると、戦後最長の息

長い景気拡大を続けました。また近畿経済も、好調

な輸出と設備投資に支えられ、工場立地が増加し、

雇用も改善するなど、全体として回復の傾向が続き

ました。一方で、中小企業や一部業種・地域につい

て回復にばらつきがみられ、さらに原油・原材料価

格の高騰、制度改正に伴う建築着工の遅れに加え、

サブプライムローン問題に端を発した世界景気の減

速懸念といった不安要因も顕在化しつつあります。

また、中長期的には、人口減少、国際競争の激化、

エネルギー・環境問題など構造的な対応の迫られる

課題もあります。

こうした中、昨年は成長力の強化、地域・中小企

業の底上げのため、いわゆる「地域振興二法」が制

定され、地域への企業立地や特産品・観光などの地

方独自の資源を活用した取組を支援する仕組みが作

られました。

また、経済フロンティアを拡げ、アジアの成長を

我が国の成長につなげるとの対外経済戦略に基づ

き、日・ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定の交渉が妥

結したところです。

さらに、昨年末に決定された政府の税制大綱では、

①中小企業事業承継税制の抜本的拡充、②研究開発

促進税制や情報基盤強化税制および人材投資促進税

制の拡充、③エンジェル税制の抜本的拡充、④農商

工連携促進税制の創設、そして⑤住宅省エネ改修促

進税制の創設など、特に中小企業やベンチャー支援、

人材育成、研究開発、地域活性化や環境エネルギー

対策に資する税制優遇措置が盛り込まれました。

このような状況の下、本年当局におきましては、

以下の施策を重点的に取り組んで参ります。

第一に、近畿の地域と中小企業の活性化を図るた

め、個人、企業、団体による地域資源を活用した新

製品・新サービスの開発と市場化を支援します。こ

近畿経済産業局長

久　貝　　　卓
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国の自動車や情報家電といった産業の競争力の基盤

となっています。加えて、流通分野でも経済構造の

変化に前向きに対応した大規模な百貨店の再編が関

西で進んでいます。

昨夏にはアジアゲートウェイとなる関西国際空港

第2滑走路供用が開始され、また今後、兵庫では

SPring－8の加速器に加え、次世代スーパーコンピ

ュータが設置されることになり、関西の新たな産業

発展の基盤も整いつつあります。

研究分野では、大阪や神戸での医療研究機関やバ

イオベンチャーの集積が進んでいますが、昨年12月

に京都大学再生医科学研究所の山中教授が人工多能

性幹細胞、新型万能細胞の作成に成功し、世界中の

難病患者に希望を与えました。

河瀬直美監督作品「殯（もがり）の森」のカンヌ

国際映画祭グランプリ受賞、世界陸上競技選手権の

大阪開催など、文化スポーツ面でも関西は大きな前

進がありました。

本年以降も中之島新線の開通、第二名神高速道路

の供用開始など交通インフラの拡充、源氏物語千年

紀事業や平城京遷都1300年事業の展開など希望に

満ちた事業・イベントの準備が進められています。

また、関西には省エネ技術や水や大気の浄化に優

れた技術や知的財産を持つ企業が多く、今後このよ

うな技術力により地球温暖化対策や中国などアジア

の環境保全に貢献することにより、大きなビジネス

チャンスが生まれると考えます。

このような関西の強みを自ら認識し、それを活か

すことにより世界中から資本と技術と人材が集まっ

てくる、そのような関西地域になることを期待いた

します。

本年も経済産業政策への御理解と御協力をお願い

するとともに、皆様の御多幸と御健勝を祈念いたし

まして、新年の御挨拶とさせていただきます。

の「地域資源活用プログラム」の認定件数は近畿で

27件あり、今後5年間でおおむね200件の認定を目

標とします。また、大企業のＯＢを活用し、中小企

業やベンチャー企業の自社製品の販路開拓を支援す

る「販路マッチング・ナビゲート事業」を引き続き

推進します。さらに、地域において新たなイノベー

ションと新事業を生み出すことを目的とする「産業

クラスター計画」や「企業立地促進法」による新た

な産業集積づくりを引き続き推進して参ります。

また、近畿地域において優れた製品や生産の技術

を有する中小企業の、航空宇宙や環境など海外の有

望市場への参入を促進して行きたいと思います。

第二に、昨年11月に発足した「近畿産学官人材交

流推進会議」の運営や「アジア人財資金事業」を推

進することにより、関西の主要な企業と有力国公私

立大学との協力による産業と研究の人材育成や交流

を促進します。

第三に、関西の文化・コンテンツ産業の育成・発

信やニュービジネスの振興を強化します。昨年関西

の産官学の有識者のご協力を得てまとめた「関西文

化産業戦略」を踏まえ、国際コンテンツ商談会など

から構成される「クリエイティブ・インダストリ

ー・ショーケースin 関西」を、中国、韓国との緊密

な協力を図ることにより、さらに拡充します。また、

関西の強みである食の産業人材を育成する高等教育

機関の設立を推進します。

第四に、近年多発している暖房機器などの経年劣

化等による製品事故の未然防止対策や、製品安全・

商取引に係る消費者保護のための体制を強化し、安

全・安心と信頼の確立に取り組んで参ります。

ここ関西は、近年、大阪湾岸でプラズマディスプ

レイや液晶パネルなどの大規模生産拠点の立地が進

んでおり、また、アジアの旺盛な需要を背景に、鉄

鋼や造船などのいわゆる重厚長大産業の回復が見ら

れます。京都では世界でもっとも競争力のある電子

部品産業群が拡大を続け、ゲーム産業も著しく成長

しています。さらに東大阪を中心にオンリーワンの

ものづくり技術を持つ中小企業が多数集積し、我が
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年　頭　所　感

新年おめでとうございます。

平成20年の年頭に当り全国中小企業の皆様ならび

に中小企業組合等中小企業団体の皆様に新年のご挨

拶を申し上げます。

昨年は政治も経済も大きな変革の年となり、その

影響が今年は我々中小企業の経営に大きな問題とな

ると思われます。すなわち参議院選挙の結果による、

ねじれ国会や原油、原材料の高騰など予断を許さな

い状況です。

この様な中で我が国経済は全体として明るさがまだ

あると云われているものの、大部分の地域中小企業を

めぐる経営環境は依然として厳しいものがあります。

また本年10月1日より商工中金の民営化のスター

ト、中小企業金融公庫や国民生活金融公庫の統合に

よる新しい日本政策金融公庫の発足などが行われる

予定です。

この様な状況下、今まさに中小企業組合等中小企業

団体が果たすべき役割は極めて大きくなっておりま

す。個々の企業では解決できない問題を、組合の団結

の力により解決に向けて前進させねばなりません。

全国中小企業団体中央会としては、昨年10月25

日に国技館において、第59回中小企業団体全国大会

を開催し、11項目の大会決議を行いました。特に中

小企業の事業承継税制の改革や大企業による不公正

取引の是正などを関係省庁や各政党に強く要望した

所であります。

全国中小企業団体中央会は、中小企業組合運動の

中核的組織体として、47都道府県中小企業団体中央

会とともに、全国4万の中小企業組合等中小企業団

体と一層連携を深め、中小企業の皆様のご期待に応

えるため、その先頭に立って全力を傾注して参る所

存であります。

今年こそ日夜懸命に努力している中小企業が報わ

れ、希望の光が見える年としたいものです。

最後に皆様方にとって良い年であることを祈念し

て年頭の挨拶と致します。

全国中小企業団体中央会

会　長

佐　伯　昭　雄

「新　年　挨　拶」

新年明けましておめでとうございます。

和歌山県中小企業団体中央会並びに会員の皆様方

には、希望に満ちた新年をお迎えのこととお慶び申

し上げます。また、平素は商工中金和歌山支店の業

務に格別のご支援を賜り心より御礼申し上げます。

さて、わが国景気は、輸出と設備投資の増加に支

えられ、緩やかな回復が続いているそうです。一方、

中小企業の景気は、足元でも原油価格の上昇、建築

基準法改正の影響による住宅建設の落ち込みなどが

あり、総じて弱含みの状態が続いています。

また、中小企業を取り巻く環境は、ニーズの変

化や厳しい競争環境が今後も続くと思われ、本年

の見通しも決して安心できるものではないと思わ

れます。このような状況の時こそ、和歌山県中小

企業団体中央会の展開する様々な活動を中心に会

員の皆様が力を結集して、中小企業団体ならびに

各組合員の皆様の発展に向かって、前進されるこ

とを期待しています。

ところで、私ども商工中金は昨年5月に株式会社

商工組合中央金庫法が成立し、本年10月に株式会

社へ組織変更した上で、完全民営化を目指すこと

が決定いたしました。現在、転換する株式会社を

どのような会社とするかを検討しているところで

すが、その柱は今後も「中小企業による中小企業

のための金融機関である」ことです。お客様の立

場に立って長期的な視点で企業を見つめ、お客様

の持続的な成長を支援して参りたいと考えていま

す。このことを職員一同あらためて確認し努力し

て参る所存でございますので、皆様方におかれま

しても従来と変わらぬご愛顧を賜りますようお願

い申し上げます。

最後になりましたが、和歌山県中小企業団体中

央会並びに会員の皆様方の益々のご発展と、ご健

勝ご多幸をお祈り致しまして新年のご挨拶とさせ

ていただきます。

商工組合中央金庫 和歌山支店

支店長

伊　藤　真　一
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―経営改革のための新たなステップ―
ス
テ
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経営者のためのパワーアップ

人は、一定年齢が過ぎると必ず老化が進み、最後に

は死に至る。企業も成熟期が過ぎると衰退期に入り、

老化が進行する。ただ、企業は、人と決定的に異なる

のは、経営努力により「若返る」ことが可能であると

いうことです。

企業を取り巻く経営環境はますます大きく変化し、

短速化してきている。この激変する経営環境に正しく

適応していくための新しい経営活動の取り組みが老化

を防止し、企業活性化に具体的には、新製品の開発や

はじめに

新技術の開発、新分野への進出、事業転換など大きな

経営の変革により若返りを図る方法も重要であるが、

中小企業にとって非常に大きなエネルギーとリスク負

担を背負うことになる。一方、小さな経営改善を積み

重ねることにより大きく経営を変革していく方法もあ

る。いずれにしても、従来のままの経営から、新しい

経営の取り組みにより経営を変革して「若返り」を図

り、経営の活力を高めていくことが必要です。

「売上を伸ばしたい」、「利益を増やしたい」、「資金

繰りを改善したい」などさまざまな経営課題を抱える

中小企業にとって、経営改革を進めるためには、自社

の現状を正しく認識することから始めます。自社を取

り巻く外部環境（景気・業界・市場動向、法規制等）

1．経営改革を進めるために

の変化や、自社の経営の実態（自社の強み･弱み、人

材力、技術力、財務力、商品･サービスの競争力等）

を把握します。この自社の正しい経営実態把握に基づ

いた経営改革を進めることが最も重要なポイントとな

ります。

経営改革を進めるためには、今後、自社の経営をど

のように変えていくのか「経営の方向性→経営戦略→

経営目標」を明確にし、経営者と従業員が一丸となっ

て目標を実現していくための「経営計画」の作成が不

可欠です。

経営計画は、経営の羅針盤となるもので、自社の経

営実態に基づいた、形式にとらわれない地に根の張っ

た重みのあるものが要求されます。形式的に大変立派

2．経営計画

な経営計画書ですが、自社の実態からかけ離れた、実

効性の乏しいアクセサリー（飾り）的な計画書をよく

見かけます。

一般的に、経営計画は、3ヵ年の中期計画をベース

にして年度計画を策定するケースが多く見られます。

経営計画作りには、必要に応じて従業員を参画させた

全社的な取り組みにより、計画の周知徹底と従業員の

経営への参画意識を高めることも重要です。
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ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ

講
座大前ビジネス研究所　所長　

中小企業診断士 大 前 孝 司

講座 ＰＡＲＴⅠ

3．販売戦略

販売は、企業存続の基本となるものですが、景気動

向、消費動向、立地基盤など外部環境の変化により決

定的な影響を受けます。大手企業は、5期連続の最高

益などと好景気が報道されていますが、地方経済、特

に和歌山県経済圏は、農林水産業の第一次産業中心の

経済構造であり、第二次産業も軽産業が中心で新興国

からの低価格品との価格競争激化にさらされ、また、

第三次産業は大手量販店等の進出による市場侵食に見

舞われるなど外部環境の変化が増幅し、極めて厳しい

状況が続いています。このような外部環境の変化を踏

まえた販売戦略の構築が必要になります。

例えば、販売戦略で成功した事例として、当初30

百万円余りの売上高から3年後100億円以上の売上に

まで拡大した会社などは、アイデア商品の開発、ネッ

トショップ販売方式の導入と広告宣伝費を売上の6割

以上使った営業戦略等により売上を拡大してきたケー

スも見られます。

第一次産業では、食料の自給･安全･効率経営の観点

から、生業的な農業から大規模化した農業法人組織の

経営形態への変革や農産物のインターネットを利用し

た産直販売への変革などの取り組みが考えられます。

第二次産業では、新製品の投入や既存製品の改良

（みがき込み）で他社にないキラリと光るプラスαの

差別化により、新市場の開拓、新規取り引き先の開拓

で売上の増強を図る戦略、また、新鋭設備の導入やコ

ストダウン経営による生産性改善で付加価値を高め販

売拡大を図る戦略など考えられます。

第三次産業の小売･サービス業では、大型量販店の

進出による影響と人口減少などによる消費支出の低迷

が売上低迷の決定的な要因となっています。

小売業で「お客様」は「観客」、「店舗」は「劇場」、

「ディスプレー」は「舞台」、「商品」は「俳優」によ

くたとえられる。このたとえからも、個人商店は、奪

われたお客様を自店に引き戻し、顧客誘引力を高める

ためには、他店にない新しい商品をいち早く取り入れ

ることや、自店で独自の新しい商品を開発し、これだ

けはどこのお店にも負けないというキラリと光る看板

商品（人気俳優）を持つことが最も重要と考えます。

さらに、この商品を広く消費者に知らしめるための広

告宣伝方法やネット販売などの販売方法の戦略の構築

が重要になります。

「金」の面から経営をみると、いろんな形で調達し

た資金を企業活動の中でいろんな資産に運用して資金

が循環しています。仕入債務、借入金、出資金などで

調達された資金は、売上債権、棚卸資産、固定資産な

どに投資（運用）されています。

したがって、企業の財務戦略は、資産･負債のバラ

ンスを考えながらできるだけ安定した低コストの資金

を調達し、これをできるだけ収益性（効率性）の高い

4．財務戦略

資産へ運用することにつきるといえます。

企業の総合収益力は、資産の運用効率×販売収益力

であらわされ、この式から資産の運用効率を高めるほ

ど総合収益力が高まることになります。このことから

も、運用効率性の低い資産の圧縮（過剰在庫、過大売

上債権、不稼働資産、遊休資産、雑資産等）と、それ

に伴う有利子負債の圧縮による財務の肥満体質の改革

が最も重要な財務戦略の1つといえます。
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和歌山レザーフェスティバル2007
和歌山県製革事業協同組合

和歌山県製革事業協同組合
TEL 073-422-7073



中央会わかやま No.519 2008.110

11月29日（木）、ルミエール華月殿におい
て、平成19年度「70歳まで働ける企業」創出
事業の一環として個別企業相談会を開催しま
した。
企業における70歳までの高年齢者の円滑な

確保と一層の雇用の実現等を目的に本事業を
実施する中で、今回は企業各社における雇用
対策の充実を図るための個別の相談会を実施
したものです。
当日は2人の専門家と各社の代表者、人事担

当者による対面方式の相談会が行われ、「70
歳まで働ける企業」の実現を目指して熱心な
質疑が交わされていました。
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本会では、若者と中小企業とのネットワー
ク構築事業（経済産業省委託事業）の一環と
して、12月1日（土）、化学系企業と徳島大学
工学部の学生とのマッチングを図るため、企
業見学及び企業説明・個別面談会を行う企業
見学バスツアーを開催しました。従来の合同
企業説明会では、化学系・技術系の学生の参
加は少なく、参加企業にとっては、生物工学
科・応用化学科の学生が集まる絶好の機会と
なりました。徳島大学工学部からは21名の参
加があり、当日は機能材料・機能性化学品の
研究開発・製造・販売の小西化学工業㈱を見
学した後、「アバローム紀の国」において企業
説明会を実施、最後に納豆製造販売の㈱豆紀
を見学しました。参加学生の評判は良く、よ
り多くの学生に和歌山の企業の良さを知って
もらい、就職に繋がることを期待しています。
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12月10日（月）～20日（木）、組合事務局強化支援事業として、組合事務局
員の方々を対象に資質の向上を図るため、経理・税務・パソコン講習会を開
催しました。
今回の経理・税務・パソコン講習会は、ホームページ作成・更新2回、組合
会計・税務2回、エクセル応用1回の計5回に分けての開催となりました。
出席者からは今後の参考になったと好評で、熱心に講師の説明に耳を傾け、

質問等も活発に行われました。
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労働者の受けるストレスは拡大傾向にあり、メンタルヘルス対策に取り組む企業などが
増えています。メンタルヘルスケアの進め方や長時間労働者に対する医師の面接指導等
について研修会を開催します。

1．開催日時　平成20年1月22日(火) 13：30～15：30
2．開催場所　ルミエール華月殿　和歌山市屋形町2－10
3．講　　師　特定社会保険労務士　寺西　豊氏

●問い合わせ先　情報総務課（中井） TEL 073-431-0852

メンタルヘルス対策研修会　開催

異業種交流・新分野進出・経営革新等は今後中小企業が発展していく上で、大変重要な取り組
みだと考えています。
そこで、本会では、組合の役職員等の方々を対象に交流会を開催し、外部経営資源の相互活用

を図るとともに新連携等新たな取り組みをテーマとした講習会を下記のとおり開催します。

1．開催日時　平成20年2月6日（水）14：00～16：00
2．開催場所　西牟婁郡白浜町1821 「ホテルシーモア」
3．講　　師　株式会社マーケティングダイナミックス研究所　代表取締役　上野祐子氏

●問い合わせ先　連携支援部支援二課（杉本） TEL 073-431-0852 FAX 073-431-4108

商工中金の転換に係る説明会　開催
平成20年10月1日に商工中金は株式会社化し新体制に移行します。株式会社化の詳細について、

商工中金転換計画の具体的内容、組合運営上の留意点などの説明会を開催します。

1．開催日時　平成20年2月12日(火)
説　明　会　　　　13：30～15：30
個別相談コーナー　15：30～16：30

2．開催場所　ホテルグランヴィア和歌山　和歌山市友田町5－18

●問い合わせ先　情報総務課（中井） TEL 073-431-0852

「新連携構築支援事業」・「組合事務局交流会」の開催
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背景と目的
当組合理事長の実家は農家であり、米や野菜を自給するのが習慣として身についていた。

理事長はかつて日用雑貨卸売業の営業として青森県内外でセールス活動を行っており、大
手・地域スーパーの食品流通現場に接する機会が多く、「食のグローバル化」が進展してい
ることに問題意識を持っていた。このことから、安全・安心な野菜や穀物を供給しようとす
るNPO法人の活動に参画し、野菜や雑穀の仕入れ・販売を担当したが、より積極的な販売を
行うことにより、「紅そば」の産地形成、雑穀の普及、農産物の地産地消の推進等を目的と
して設立した。

組合の特徴と事業の内容
当組合は、NPO法人の活動から派生する形で設立された。事業部門をNPO法人から引き継

ぎ、現在でもNPO法人メンバーとの交流やアドバイスを受けるなど、良好な関係を保ってい
る。
事業内容は、手作り雑穀弁当、玄米・雑穀、県内農産物、商品開発した「紅そば」等の店

頭販売や、これら取扱商品によるイベント出店、雑穀料理教室の開催、紅そばの産地形成に
かかる農家の支援等を行っている。
その活動が地元TV局の番組で紹介されるなど、店舗や取扱商品の知名度も徐々に上昇して

いる。また、異業種交流会、中央会開催事業などへも積極的に参加しており、事業に対する
真摯な姿勢が評価されている。

成果
青森県産の紅そばを使用した「紅そば」の商品開発を行い、
現在販売中である。紅そばについては、商品の拡販により、
需要と耕地面積を増やすことにより、産地化と特産化を目指
している。
雑穀の普及については、雑穀料理教室や店舗での手作り雑

穀弁当の販売、さらにイベント出店などにより、食育・地産
地消意識の向上に資する活動ができつつある。今後は、より
顧客数、販売量を増加させることで、組合設立の目的の浸透
を図ることが予想されて
いる。各組合員が強みを
生かした組合運営参加が
なされており、今後はさ
らに商品知識を高めるこ
とにより、地域の食の一
翼を担うことが期待され
ている。

全国先進組合事例

企

業

組

合

あ

お

も

り

万

華

堂

所 在 地 〒030-0965

青森市松森二丁目13番1号

電 話 番 号 017-741-1696

F A X番号 017-741-1696

設　　　立 平成17年7月

出 資 金 200千円

主 な 事 業 農産物の販売、食料品の製造・

販売

従事組合員 4人

組合従業員 4人

組 合 員 4人あ
お
も
り
の
食
と
農
へ
の
こ
だ
わ
り
か
ら
創
業

青森県

NPO法人活動から、より積極的な販売のために企業組合を設立し
た。青森県産のそば粉や雑穀等を使った商品の特産品化及び食
育・地産地消意識の向上を目指す。

▲組合店舗外観

▲組合店舗内

▲各種商品
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結成の背景と目的
青年部は、若手経営者及び幹部職員の酒造技術・知識の向上と会員相互間の情報交換、親

睦を深めることを目的に組合設立後まもない昭和29年に結成された。

活動の内容
清酒の消費が低迷する中、県内外客への土佐酒PRを目的として、平成18年1月から放送さ

れたNHK大河ドラマ「功名が辻」の放送に合わせて、土佐藩初代藩主「山内一豊」の出世話
にちなんだ高品質で個性的な土佐酒土産品の企画・開発に青年部が取り組んだ。
開発された土佐出世酒セット「とのひめうま」は当初5千セットを製造し、平成17年11月

から県内酒販店で販売し完売したため、現在1千セットを追加製造中である。蔵元が全て違
う、殿（純米）、姫（純米吟醸）、馬（上撰）の3種類の1合瓶の土佐酒が詰め合わせされおり、
どの蔵元の土佐酒が入っているかは、箱を開けてからのお楽しみとなっている。

成果
NHK大河ドラマ「功名が辻」の放送に合わせ、タイムリーな企画を行い土佐藩初代藩主

「山内一豊」とその妻「千代」、妻のへそくりで購入した名馬「大田黒」をイメージし、15の
蔵元が参加・企画した限定商品として発売した。ネーミングのユニークさ、箱を開けてみる
までどの蔵元か分からないワクワク感、土産品として持ち帰りやすい大きさ、手頃な価格な
どが評価され完売した。現在、追加製造中の1千セットも完売の見込みである。今後一層の
土佐酒ブランドの確立を目指すためには、最大のマーケットである首都圏を睨んで、土佐酒
の特徴を生かした戦略を構築することも必要となる。

高

知

県

酒

造

組

合

所 在 地 〒780-0870
高知市本町2-3-10

清水建設高知営業所別館内

電 話 番 号 088-823-3558
F A X番号 088-823-3559
設　　　立 昭和28年11月
出 資 金 非出資

地　　　区 高知県
主 な 業 種 酒類製造業者

組合従業員 2人
組 合 員 19人
Ｕ Ｒ Ｌ http://

www.kbiz.or.jp/kumiai/sake/
青年部の名称 土佐酉水会
結 成 年 月 昭和29年10月
構 成 員 数 25人
平 均 年 齢 36歳

土
佐
出
世
酒
「
と
の
ひ
め
う
ま
」
で
土
佐
酒
の
出
世
を
目
指
す

高知県

NHK大河ドラマ「功名が辻」の放送に合わせた土佐酒土産「と
のひめうま」を青年部が企画開発。高品質・個性的な土佐酒を県
内外客に販売し、土佐酒の出世を目指す

▲土佐酒土産品の企画・開発会議 ▲土佐酒土産品“とのひめうま”



なお、上記の高年齢者雇用確保措置の実施義務化の
対象年齢は、あくまでも当該期間内における高年齢者
雇用確保措置の制度上の義務化年齢を定めているもの
であり、当該期間中に定年に到達した者の雇用終了年
齢を定めているものではありませんので、ご注意くだ
さい。
このため、例えば、60歳定年の企業における、定年

到達日の属する期間別の継続雇用制度等の雇用終了年
齢（少なくともこの年齢に到達する日までの雇用が必
要）は次のとおりになります。

平成19年4月1日～21年3月31日

＞ 60歳定年到達者：64歳
平成21年4月1日以降

＞ 60歳定年到達者：65歳

お問合せは中央会まで
TEL 073－431－0852

厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kourei2/index.htmlもご覧ください。

高年齢者雇用確保措置の
実施に当たって

問題を抱えている事業主の方は…

詳しくは都道府県高年齢者雇用開発協会へお問い合わせください

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構ホームページもご覧下さい

http://www.jeed.or.jp/

「高年齢者雇用アドバイザー」から人事・労務
管理制度等に関する専門的・技術的アドバイス
を無料で受けられます！

相談・援助

平成19年3月31日までに、65歳以上までの定年
の引上げ、希望者全員を対象とする継続雇用制
度の導入等を行うなど、一定の要件を満たした
場合、「継続雇用制度奨励金」が支給されます！

継続雇用制度奨励金
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11月分11月分
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ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景

況」判断指数（ＤＩ値：景気動

向指数）は、マイナス40ポイ

ントであり、同10月調査と比

べて5ポイント改善した。

同10月調査と比べ、「売上

高」、「収益状況」、「資金繰り」

ともに10ポイント改善した。

11月の調査では業界景況に

関して、情報連絡員40名のう

ち、「不変」との回答は22名、

「悪化」との回答は17名で、

「好転」との回答は1名であった。

総　評
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製造業

非製造業
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